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｛。はしがき

　商品の価格を理論的に考察することは，経済学の中心的た課題の一つとして

古くから今帥こ至るまで沢山の人々によってなされてきている。私もまたこの

ことに関心をもちそこから多くの知識を得ているのであるが，そうした渉猟

のなかからとくにわが国の諸見解に対して一文を用意したいと思うようになっ

た。私は，商品の価格研究は普通の商品を対象にして単純商品生産の商品の価

格，マルクスによって与えられた生産価格，そして独占資本のもとで生産され

る商品の独占価格をとりあげるのが現実的であると考え，今後それぞれその理
　　　　　　　　　　　　　　1）
論化を徹底するつもりでいるが，小論ではそこまではいかず一般的に価格の理

論的究明という観点から私の意見を出してみたいと思うのである。

　私がここで明確にしておきたいと考えるところは，価格の法則を研究するさ
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いに採るべき方法が私の誤解かもしれないが多くの見解に欠けているのではな

いカ㍉と見る点である。商品の価格は現象的にはそれをめくる諸競争の産物で

ある。だから価格は競争の状態によってその都度とのような大きさにでも定ま

ると思える。一つの商品についてそうしたバラつきがまったく無法則で何も中

心点とみられるものがないのならぼ，価格研究の領域はさしあたってここには

ない。だが，そうではなく一つの商品に関してその価格が様々の大きさであっ

たとしてもそこには中心点になるものがあると判断されれぱ，それが考察の対

象とたりその大きさが何かということが問われることになる。これが価格研究

の道筋である。であれば，この場合まず何より先に果されなげればならないこ

とは，とりあげる価格についてそうした中心点をもたらす法則があるかないか

の証明である。上では商品の価格の実際のあり方から中心点の有無をみるとい

うようなことを述べたがそれではわかりにくく，その理論的証明がなげればな

らないのである。あるというのならなぜそれがいえるのカ㍉反対にたいという

のならその根拠は何か，これが最もはじめに提示される必要がある。それで，

もしないということがはっきりしたとすれば，これはここからはずされる。だ

があればこのときは研究の対象にたる。こういう作業がこれまでの諾見解には

不足しているように思われるのである。

　それをへて，あるとみられるときはその大きさをさし示す価格の定式化が本

題になる。このやり方は中心点があると判断された理由に大きく影響されるで

あろう。また，それを構成するものが問違いなく価値でなげればならないこと

にも制約を受げるはずである。いずれにしろ，そこには一定のやり方が成り立

ち，それによってこそはじめて価格の理論的研究ができる。当然に，これまで

の諸見解にはこのこともないように思われる。

　私はこうしたことは既に古典においてはなされていることを知っている。こ

れと諸見解とを対比させながら，正しい価格理論の方法を私なりにまとめてみ

たいと考える。

注1）　まだ不十分であるが私がこの問題に対して公にしたものをあげれば，単純商品生
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注1）　マルクスが資本制生産におげる生産価格　　すなわち，その価格によって商品生

　　産者たる資本家たちが取得する価値は自分に直接に対立している賃労働者のみたら

　　ず杜会全体の賃労働者が生産したものに及ぶことが明らかになるが一の規定の後，

　　次のようにいうのはこのためである。rこれこそは，相互問の競争では虚偽の兄弟

　　たる実を示す資本家たちが，労働者階級の全体に対しては真のフリーメーソン的組

　　合を作るのは何故かという，数学的に正確な証明である」　（『資本論』，長谷部文雄

　　訳，青木書店，第3部上，294頁）。

3。生産諸手段の所有形態とそれによる価格の区分

　商品の価格法則があるかないかを理論的に問うにあたって，少し予備的な事

柄を述べておきたい。

　商品の価格はそこに表示されている額の価値を貨幣のかたちに実現するので

あるが，その価値は商品に直接うつされた移転価値部分を除げば，あとはそれ

にかかわった人々へのいくつかの収入諸形態に分割されるのが通例である。逆

にいえば，そうした収入諸形態を受げとる人がいてそこからの要誇があるから

こそ商品の価格は増額してしかるべき大きさになるということである。であれ

ば，商品の価格の大きさについての法則が議論になっているいま，価格の構成

分としての移転価値部分の額は定まっているからよいとして，ではこの収入諾

形態の額は何かが問題になる。そこでまず誰がそのような価値の受けとり人に

なりうるのカ㍉このことからみてみようO

　結論を先にすれは，これが生産諾手段の私的な所有者であるということは論

をまたないであろう。生産諸手段の所有者は自分の所有している諸手段をもっ

て生産に参加するのであるが，もしそれに対して商品に移転し他出した価値の

補填以外には何も受けとることがないのならは，そこに生産諸手段をととめて

おく理由はない。生産に参加してもしなくても取得する価値がないのなら何も

しないのが普通である。ひきあげることになるであろう。このことはすなわち

その商品の杜会における供給がなくなることを意味し，ひいては杜会の存続が

できないことにつらなる。だから杜会の存続を前提に考えれば，生産諸手段の
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私的所有者は杜会に対して商品を供給することを条件に，そのかわりに何らか

の価値額を取得するのでなげればならない。これが商品の価格に収入諸形態が

つげ加えられる理由である。このことは生産諸手段を私的に所有しない人には

できないことである。生産諸手段を所有しない人は価値の取得ができないから

といって杜会への商品の供給をとめて自分の要求を主張することはできない

し，またもともとそうした人は商品の生産に全くかかわらないのであるから，

それでも価値の取得が可能になるとすれば，誰もがそのみちを選んで商品の生

産そのものがなくなってしまうことにもなる。こうした人が価値を得ることな

どありえないことである。かくて，くりかえしになるが，商品の価格に収入諸

形態をつけ加える人は商品の生産に不可欠な生産諸手段の私的な所有者である
　　　　　　　　　1）
ことは明らかである。

　さて，その場合，生産諾手段の私的所有といってもその形態は一様ではない

ことも付言しておかねぼたらない。生産諸手段を所有するといってもそのあり

方はさまさま存在しうる。一人の所有が生産諸手段のすへてに及ぶこともあれ

ぼ一部にとどまることもあるし，またそれが独占的な所有とみなされることも

あれば，そうではないと判断されることもある。このように所有形態に区別が

あるということは，それぞれ価格につげ加える収入諸形態が異なっていること

を意味している。なぜなら生産諸手段の所有の仕方のちがいによって所有者が

商品の価格から受げとろうとする収入の内容がかわってくるからであり，また

それが可能か否かを決める客観的な条件が異なってくるからである。すなわち，

同じ種類の商品の価格でも生産諾手段がとのように所有されているかによって

価格につけ加えられる収入諸形態の内容と大きさが異なり，価格の形成の仕方

したがってその結果が異なってくるのである。だから商品の価格はそれを生産

している生産諸手段がとのように誰に所有されているかによって区別して問題

にされなげればならない。生産諸手段の所有形態別による価格の区分が必要な

所以である。

　私が冒頭で単純商品生産の商品価格，資本制生産の生産価格，独占資本商品

の独占価格の三つの価格をとりあげたいと述べたのはこのことで，諸商品をみ
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るとき現実的なものとしてこれを生産している基盤の生産諸手段の所有のあり

方がこのように区別できると判断するからである。

　注1）　あまりにも当然のことであるが，マルクスの言葉で補充しておこう。資本制生産

　　　について次のようにいってい苧。「年々新たに追加される労働によって新たに追加

　　　される価値は，……三つの相異なる収入形態をとる三つの部分に分かれるのであっ

　　　て，これらの形態は，この価値の一部分を労働カ所有者・他の一部分を資本所有者

　　　・第三の一部分を土地所有者・に帰属するものとして表現する。だからこれは分配

　　上の諸関係または諸形態である。げだしこれらの形態は，新たに生みだされた総価

　　値が相異なる生産諸要因の所有者問で分配される諸関係を表現するからである」

　　　（『資本論』，前掲邦訳，第3部下，1235頁）。

4。価格法則の存在条件　　生産諸手段所有者聞

　　の「質的区別」と価値の「分割法則」

　生産諾手段とはある生産物を作りだすのにそれに適合したかたちで必要とさ

れる一切の諸物をいう。すなわち，当然のことながらそのうちのどの一つが欠

げても目的の生産物はできあがらない，そういう性質のものである。この観点

からみるかぎり，生産諾手段の各々についてその重要さを互に比較するとき，

ここに軽重の差は全くない。との生産手段も目的の生産物を作りだすのに不可

欠で同じように重要であり，たとえ自然的にみて形状などで違いがあろうとそ

こに差はありえようがたい。であれぼ，それらの所有者についても同じことが

いえる・生産諸手段の所有者は自分が所有している手段の種類によってあるい

は生産に参加する仕方に違いがあるかもしれない。しかし，どれもそれがなく

ては生産ができないことには何のかわりもない。どの所有者も目的の生産物を

作りだすのに必要な生産手段をもっているのであるから，お互いに重要さはま

ったく同じで対等である。

　既述のように，商品の価格はその生産にさいして移転された価値部分にそれ

に使用された生産諾手段の所有者の収入諾形態をつげ加えて成立するのである

が，その前者は固定額であるからよいとして，ではこの収入諾形態はこのよう
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に生産諸手段の所有者が互いに対等な位置関係にあるという立場において量的

な法則があると，いいかえると生産手段ごとにその所有老が得る収入の大きさ

にきまった額が与えられると論定できるであろうカ㍉　したがってそれがつけ加

わる商品の価格に法則性があるといいうるであろうか。答に否である。なぜな

ら，これは商品に移転された価値部分のことではない以上あらたに生産された

価値額の生産諸手段の所有者間での分割競争あるいは取得競争という間題であ

るが，諸所有者が対等で互いにたるべく多くの価値を収入として取得しようと

することからは，各収入額の決定は単に競争のみによっておこなわれ，それら

の大きさを固定する根拠はまったくないからである。競争の状況によってその

都度大きさがかわり，当然にそれがつげ加わる商品の価格にも法則性はないの

である。

　もう少し説明をしておこう。価格があつかわれているからこのことは一つの

生産物に限定されず全杜会的なすべての生産物の議論になるが，したがって生

産手段の所有者も杜会全体のそれであり新たに生産された価値も同じく全杜会

的なものが考えられねぼならないが，それらの所有者のそれぞれが勝手に自ら

の取得分を確保しようとしたとしよう。この場合どうなるかといえぱ，一つの

杜会の一定の時期には杜会の総労働量が定まっていて新たに生産される価値の

総額もきまっているから，それはつまり固定量のお互いのとりあいである。他

の所有者の取得額をできるだげ小さくして自分の取得分を可能なかぎり大きく

しようという価値取得競争が存在するのみである。そこで同じことが何度もく

りかえされたとき各々の取得分がきちんと定まった額になるかどうかだが，そ

れは無理である。何もそれを定める基準がないのである。結局，その都度そこ

におげる競争の条件のよい方が多くを取得し，また仮に競争の状態が均衡した

としてもその分げ方にきまったものはない。どの所有者がどれだげとって他が

とれだげになるかを定めるとんな理由もないのである。たしかに生産諸手段が

すべて労働の生産物であって各々を価値であらわし得る場合は，その価値額ご

との平均化ということもあるであろう。だが，杜会に存する生産諸手段は何も

つねに労働の生産物ばかりとは限らない。たとえば農業部門では土地のように
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人問の生産によらなくて全くそれ自身は価値のないものもあって，これの所有

者は同じく価値の取得を要求しているし，あるいはこのことと同じ内容になる

が，生産手段のある種のものが杜会のごく一部の人に独占的に所有されていて

そこからその取得分をより大きくしようとしていることもある。そういったも

のが一緒に存在していれぼ，生産手段の価値を基準に新たに生産された価値を

配分するということもできないのである。すなわち，生産諸手段の所有者が互

いに対等な立場で自分の収入を取得しようとすることからは，各々の確保分を

法則的に決定することはできないはずである。だから，それらの収入諾形態が

つけ加わる商品の価格の大きさにも定まった額をみることは不可能である。

　このように生産諸手段の所有者が互いに対等であるという見方からは商品の

価格の法則性を問うことはむずかしい。であれぼ，それをいうためには諾所有

者のあいだに対等な関係はないということがさけられえない条件のように思わ

れる。そして，実際この場合にはそうなのである。

　これまで対等としてきたのはまったく自然的な見方によってのことであっ

た。普通の生産物の生産という意味ではまさしく対等であった。しかし，ここ

で間題にしているのは単なる生産物ではない。商品の生産である。生産は使用

価値にとどまらず価値の生産でもある。こうした杜会的要因のあることをみれ

は，生産諸手段はみな同じ位置関係にあるとは思われない。当然に生産諸手段

の所有者が等しく対等であるとは考えられないのである。商品を生産する，し

たがってその要因の一つである価値を生産するというとき，この役割を果すの

はどの生産手段なのかをみると，これに該当する手段の他に比較しての意味の

重さは論ずるまでもない。また商品生産を主導し緯持しているのはどの生産手

段たのかをみると，ここでもどれかの手段に他よりも重いものがみられる。も

ちろん数多い生産諸手段の一つ一つに重さのちがいがあるというのではなく，

こうした見方によってグループ化されたいくつかについてこういう重さのちが

いが生まれるのである。であれぼ，それらの所有者に同じ意味が与えられるの

は当然である。すなわち，商品の生産という観点からみると，生産諾手段の所

有老の間は決して対等ではなく，明らかにその生産にとっての重要度のちが
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い，同じことながらそのもつ意味あるいは役割に軽重の差がある。これは考察

の対象とする商品生産の種類によってかわるが，見過ごしがたい事柄である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝）
マルクスはこれを「質的区別」（qua11tat1yer　Untersch1ed）とよんでいるが，

いわれている内容はこのことである。

　この「質的区別」が生産諸手段の所有者の収入諸形態の大きさを確定し，そ

れがつげ加わる商品の価格に法則性をもたらすのは次のような理由による。そ

れは生産諸手段の所有者が新たに生産された価値のなかから自分の収入を得よ

うとするとき，このr質的区別」がはたらいて，みな一斉にそうするのではな

く重要度の高いものから順番にそれにかかわっていくという点である。このよ

うに価値の取得に先後関係が生まれるのはいうまでもたい。生産諸手段の所有

者が価値の取得をするというのは，次の生産すなわち再生産を可能にするため

である。このことは容易に諒解されるであろう。であれは，商品生産の体制を

一回きりの生産で終らせるのではなく引き続いて再生産をくりかえして維持し

ていくためには，その生産にとって重要度の高いものから再生産の条件を確保

していくことが絶対に不可欠である。商品生産の体制にとってあまり重要では

ない収入形態はあとでとられればよい。これに対してその収入形態が確保され

なくて次からの生産がおこなわれないと商品生産の体制そのものがくずれてし

まうというものは他よりも先んじてとられなけれぼならない。さもなげれば商

品生産が続げられないというのであれぼ，こうしたものの価値取得が他より先

行するのは当然である。ここに生産諸手段の所有者の「質的区別」はこ．の商品

生産を維持していくために必然的に重要度の高いものから価値の取得を順番に

おこなっていくという先後関係を定着させるのである。

　そして，このことはすなわち確保される収入諸形態の大きさを固定する。な

ぜなら，いま述べた先後関係を反映した価値の取得方法を少し実際に考えてみ

ればわかるように，先行する生産手段の所有老は自分の収入とする価値額を自

分の論理にもとついて確保することになるが，そして次に位置する生産手段の

所有老も同じように自分の論理で収入を確保するというようにこの過程は最後

におかれた生産手段の所有者を除いてすへてにおこなわれるが，ここには先後
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関係がある以上，先行するものが得た価値額は他からの干渉をうげることなく

何度おこなっても同じ論理がはたらいてその大きさを固定するからである。た

とえはある商品生産の体制で，生産諾手段の所有者をその生産にとって最も重

要なもの，その次に重要なもの，あまり重要でないものの三つに「質的区別」

できるとしてみよう。まず新しく生産された価値のなかから最も重要な生産手

段の所有者が収入を確保することになる。その額がどうして決まるかはこの所

有者のもつ独自の論理によるが，はっきりしていることは，後につづく所有者

の取得分もたげれはならないから新しく生産された杜会全体の価値額　　前に

も触れたが，一杜会の一時期における総労働量は定まっているからこの大きさ

は固定している　　よりは小さいということである。それがさしひかれたあと

で，つづいてその次に重要な生産手段の所有老が同じように価値の取得をおこ

なう。その額はやはりここに独自の論理で定まり，残っている価値額よりは小

さくなければならない。そして最後に，あまり重要ではない生産手段の所有者

が収入の確保をおこなう。その額はこの残りの全部である。これをみれぼわか

るように，生産諸手段の所有者の問に「質的区別」があって価値の取得に先後

関係が生まれる場合は，先行するものが取得する価値額はただここでの論理だ

けで定まり杜会全体の固定した価値額からさしひくかたちで与えられるので，

他からの干渉を一切うけないですむ。対等ならぱ他の生産諾手段の所有者との

間に競争がおこり取得分が確定しないが，先後関係の存在からそれはなくてす

むのである。ということは，同じ条件の下では何度くりかえしても同じ結果が

生まれ，生産諸手段の所有者の収入の大きさが固定するのである。

　マノレクスはこのことを称して，一杜会の一時期に生産された固定額の価値が

生産諸手段の所有者の問に法則的に分割されることとみて，価値の「分割法則」
　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
（Gesetz　der　Tei1ung）とよんでいる。このr分割法則」があればどの生産手

段を持っているかによってそれが取得できる価値の額が定まり，しかして商品

の価格にも固定した価値額が収入としてつけ加わりその大きさがきちんと定ま

るのである。私が商品の価格について，ここに価格法則があるかたいかを見る

理論的な検索方法と呼ぶのはこのようなものである。
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　前にも述べたように，ある商品の価格について理論的な研究をしようとする

ときは，そこに価格法則があるかないかまずもってこの視点から考察をすすめ

るへきである。生産諾手段の所有者の間の「質的区別」をみつげそこから価値

の「分割法則」をみるということについては，上述まででは少しむずかしいこ

とを論じているが，それはどの価格にでもあてはまる一般論として提示したか

らである。具体的に特定の価格をとりあげて間題にするときは，このことはも

っと簡単にできる。「質的区別」も複雑な場合でここに示したようなせいぜい

三つ程度の区分で可能なはずである。そしてそのことは，先にもふれたがたと

えは土地とか一生産手段の独占的所有とかいった価値をもつ普通の生産手段と

は同類にみえない生産手段の所有者の価値取得分に関しても処理の方法を明ら

かにするはずである。くりかえすが，そこから価格研究ははじめるべきであ

る。それをふまえて，価格法則があるとみられればその価値論的追求が次の課

題となる。ないと判断されれぱ，それは競争論の範蟻でさしあたってここでの
　　　　　　　　3）
議論ではなくなる。

注1）　このままでは少し文意がわかりにくいかもしれないが当該箇所をあげれば次がそ

　　うである。「利潤率規定の本質的基礎たる剰余価値と労賃との分割に．あっては，二

　　つの全く．相異なる要素である労働力と資本とが規定的に作用する。相互に隈界づげ

　　あうものは二つの独立可変量の函数である。そして，それらの質的区別から，生産

　　された価値の量的分割が生じる。地代と利潤とへの剰余価値の分割でも同じことが

　　生じるということは後にみるであろう」　（r資本論』，前掲邦訳，第3部上，516頁，

　　傍点一原文）。

2）注1）の場合と同じように述べられているところをあげれぼ次がそうである。r貨

　　幣資本の利子については異なる。この場合には競争が法則からの諸背離を規定する

　　のではなくて，競争によって与えられる法則以外には何らの分割法則も実存しな

　　い，というわげは……利子歩合のr自然』率なるものは実存しないからである」

　　（『資本論』，前掲邦訳，第3部上，506頁，傍点　　引用者）。

　3）すでに注2）の引用文でもふれられているが，マルクスによれば資本が資本として

　　商品化する場合のその価格すなわち利子が．この一つである。「一国で支配的に行わ

　　れる平均利子率一一一たえず動揺する市場率と区別しての　　は，まったく何らの法

　　則によっても規定されえないものである。かようにして，経済学老が自然的利潤率

　　や自然的労賃率を云々するような意味では，自然的利子率は存在しない。……申位
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の競争諾関係，すなわち貸手と借手との問の均衡が，なぜ貸手にたいしその資本の

3，4，5％などという利子歩合を，あるいはまた総利潤中の20ないし50％という

一定の百分比的分前を，与えるべきかという理由はまったく何も現存しない。ここ

で競争そのものが規定するかぎり，この規定は絶対的に偶然的であり，純経験的で

あって，その偶然性を必然的なものとして展開しようとしうるのは街学または妄想

のみである」　（『資本論』，前掲邦訳，第3部上，514～515頁）。

5。価格法則の定式化　　「価値法則」の遵苛と

　　　「分割法則」の規定

　価格法則があるとみられた場合は，その定式化がなされなげれぼならない。

それはすなわち商品の価格の大きさを価値でもって具体的にさししめすことで

ある・これは厳密におこなわれる必要がある。というのは，価格が価値以外か

ら説明されてはな．らないからである。このように価格を価値の総額からはみだ

させないこと，反対にいえば価値の総額こそが価格の大ぎさを支配していると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
みること，これを「価値法則」（Wertgesetz）といっている。しかしてr価値

法則」を守って商品の価格め大きさをしめす，これが今後の課題である。

　これまでと同じように，商品の価格のうちここに直接に移転された価値部分

は額がはっきりしているからよいとして，もっぱら議論は生産諾手段の所有者

の収入諸形態の大きさにおくことにしよう。これが各々あらたに生産された杜

会全体の価値のどれだげずつを確保するといえるのかである。ところで，この

ようにいうと既に前節での叙述でことは解決しているようにも見える。なぜな

ら，そこで明らかにしたように生産諾手段の所有者の問に「質的区別」があっ

て価値の取得に関して先後関係がある場合は，新たに生産された杜会全体の価

値額を対象に先行する所有者の方から独自の論理で一定額の価値を取得するわ

げで。ここにはおのずと生産された価値額の各収入諾形態への法則的分割が完

成するからである。たしかにそのとおりである。だが，結果からみればたし

かにそうであるが，ここには説明の都合上やむをえずおいた一つの仮定があ

る。それは新たに生産された価値の額を生産諸手段の所有者の収入をすへて支
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払えるように十分に大きく考えてみた点である。だが，これは決して自明のこ

とではない。私は述べた，先行する所有者はその取得分の大きさをそこに独自

の論理で決定する，と。これがここで独自に決められるのならば，その大きさ

はここに独自で杜会で新たに生産される価値の量とは何のかかわりもない。と

いうことは，極端をいえば新たに生産された価値の総額は先行する所有者の取

得分すらも補充できず杜会全体では全く足りないということだとてあるはずで

ある。にもかかわらず私はそれをあえて大きくとったのである。というのは，

そこでは「分割法則」の存在を強調したいがためであった。しかし，そのこと

ははじめからわかっていることではなく，．それは価値の分割が終ったものをあ

とからみたあくまで結果の間題である。であれば，この時点では新たに生産さ

れた価値が先行する所有者の取得分をちゃんと補充しているということもあわ

せ証明するのでなげればならない。

　その方法は何かといえば次のようである。まず，最も初めに価値の取得をお

こなう所有者のここに独自に決まる取得分と杜会で生産された価値額とを量的

に比較してみる。当然にその場合は前者の独自の論理は何かを間うし，また後

者はどこで生産された価値であるかを間うことになる。そして量的にみて，後

者が前者を補えることがたしかなら最初の所有者の収入は確保されたというこ

とができる。ついで二番目に価値の取得をおこなう所有者のやはりここに独自

の論理による取得分を上の残り分と比較する。ここでも同じくこの所有者の取

得分がどうして決まるかをみるし，残り分がどこで生産された価値であるかを

みる。残り分が取得分を補えば，二番目の所有者の収入も得られることにな

る。価値の取得に三番目以降にあらわれる所有老もあれぼこんな過程をつづげ

て，最後に位置している所有者についても同じく全体の残りになる価値がどこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）
で生産されているかをみてそれをあてればこの収入額も明らかになる。

　生産諾手段の所有者の問で価値の取得に先後関係があること，そしてそれら

はいずれもおのおの独自の取得価値額をもっていること，こうした事情のもと

でそれら取得価値額の総量と杜会で新たに生産された価値額とが量的にどうな

のかわからないときはこのようなやりかたで議論をすすめる以外に方法はな
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い。そして，この方法はいくつかの点で重要な事柄をさししめす。まず諸収入

形態の量的確定である。これは既に述へているが，先行する生産諸手段の所有

者はいずれもそこに独自の論理で取得価値額を決定するから，その収入額は確

定的である。また最後におかれた所有老の取得分も杜会で新しく生産された一

定の価値額から先行するもののすべての収入を合計した固定額を差し引いた残

りとなるから，この量も確定するのである。さらに，そのことは「価値法則」

の堅持でもある。収入諾形態の総額と杜会で新たに生産された価値額とは量的

にどちらがどうなのかはじめからはわからないが，一つ一つの収入を価値の存

在をみつげてそこから説明していくというやりかたはすべての収入形態を価値

で補充していくということであり，まさしく「価値法則」を守ることである。

それに関連してより重要なことは，その過程で収入になる価値の出所をみてい

るという点である。このことはとりあげている所有者の収入になる価値の出所

をさがしていることであるから，議論のなりゆきとしては当然のことであるが

きわめて大ぎな意義をもっている。私は小論の第2節で次のようなことを述べ

た。「商品の価格はそのまま商品生産者の取得価値量をあらわしているが，価

格の定式化はそれを構成している価値がどこで誰によって生産されたものであ

るかを明らかにし，価格の杜会におげる意味を明確にする，」と。すなわち，

収入になる価値の出所をさがすということは，その場合におげる生産手段の所

有者の収入の源泉を知ることであって，いわぼこれが価格研究の目的であると

いうほと重要な事柄である。もっと簡単にいえは，ある種類の生産手段の所有

者の収入はどこで誰が生産した価値によって成り立っているかがわかるのであ

る。この方法はこうした諸点を明確にするわげである。

　商品に移転された価値にこうして確定した収入諸形態をつげ加えれぱ商品の

価格の定式化が完成する。

注1）　マルクスの次の文章はそれをいったものである。「種々の商品の価格が最初にど

　　んな仕方で相互に確定または規制されるかをとわず，価値法則が価格の運動を支配

　　する。商品の生産に必要な労働時問が減少すれぱ，価格が下落する。その労働時間

　　が増加すれは，他の事情が同等不変ならは，価格が騰貴する」（『資本論』，前掲邦
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　訳，第3都上，266頁，跨点　　引用者）。

2）　さきにみた引用文のなかでも示唆したものがあったカ㍉マルクスは資本制生産の

　農業におげる農産物価格には法則があるとみている。その定式化をみれば，この方

　法が採用されていることがわかるはずである。これには収入諾形態として労働カ所

　有者の労賃，資本所有者の利潤，土地所有者の地代が加わるが，これらには「質的

　区別」があるとみてこの順序でそれぞれの収入額の独自決定の論理をみつげ，新た

　に生産された価値額と比較しつつ前者を後者から確保するやり方をしている。まず

　労賃すなわちr労働カの価値は，ある一定額の生活手段の価値に帰着する」（r資本

　論』，前掲邦訳，第1部上，322頁）ととらえ，「資本が剰余労働を発明したのでは

　ない」（同，411頁）ことから号れが新たに生産された価値額よりは小さいことを示

　す。つまり価値によって労賃が確保される。そして，ついでその差額が剰余価値と

　して把握される。「剰余価値は，生産物価値のうち，消耗された生産物形成者

　すなわち生産手段および労働力一の価値をこえる超過分をなす」（同，374頁）。

　この剰余価値を資本所有著の利潤はその本性においてすべて取得するので総利潤は

　総剰余価値に等しくなる。「すべての相異なる生産部面の利潤の総額は剰余価値の

　総額に等しくなげればならず，また，杜会的総生産物の生産価格の総額はその価値

　の総額に等しくなげれぱならぬ」（『資本論J，前掲邦訳，第3部上，260頁）。これに一

　よって利潤もまた価値から説明される。すると，最後に土地所有者の地代にあてる

　べき価値の出所がみつげにくい。マルクスはこの事情をこういっている。「困難は，

　剰余価値が相異なる諸資本問で平均利潤に一いっしょにしたすべての生産部面に

　おげる杜会的資本が生みだした総剰余価値におげる，諸資本の相対的大いさに照応

　する比例的分前に一均等化された後に，この均等化の後に，いやしくも分配され

　るべき一切の剰余価値が一見すでに分配され了った終に，いったい，土地に投下さ

　れた資本が地代の形態で土地所有者に支払う余分な剰余価値部分なるものは何所か

　ら生ずるカ㍉ということの証明にある」（『資本論』，前掲邦訳，第3部下，1102頁）。

　この点のマルクスによる解決は私の前掲の著書をみてもらいたいが，ここではっき

　りしていることは，マルクスは生産諾手段の所有者の価値取得は決して対等な競争

　においてなされているとはみておらず，あくまで先後関係を守ってその順序で理論

　化しているということである。それによってこそ，農産物の価格に法則があると論

　証できたのである。

6、競争の排除。商晶の需要供給の一致

これまでに述べてきた収入諸形態の額の決定，そして商品の価格の決定には
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生産諾手段の所有者間の競争はまったくかかわらせてこなかった。かかわらせ

てこなかった理由はほかでもない。競争はこうした中心点になるものを作りだ

すわけではないからである。競争はそのあり方によって，たしかに中心点から

のかたよりは説明する。だが，中心点そのものはここからはでてこたい。どの

ように競争の状態が想定されても，そこから生産諸手段の所有者の収入額，し

かして商品の価格の大きさをみつげ出すことはできないのである。だが，現実

に競争は存在している。もっとも現象的なところでそれを見ることができる。

ということは，その現象に対して今までやってきたことはそれより内的な事柄

で本質にかかわることだということである。そういった意牢をこめてマルクス

はこれまでみてきた法則をr内的法則」（imeres　Gesetz）とよんでいる。そ

うならは，現実の競争の存在はよげいである。r内的法則」を最もみやすいか

たちにする必要がある。すなわち競争の排除である。それは競争が双方に均等

にはたらいてかたよらないこと，だから生産諸手段の所有者の需要供給一致，

それゆえにそれによって生産される商品の需要供給の一致である。資源などの

不足によってとうしても供給が需要をみたせない場合は別として　　このとき

はもとより価格法則は間えない　　，これが価格研究においては何よりとられ
　　　　　　　　　　　　　　1）
なければならない前提である。

注1）次のマルクスの一文はこのことを述へたものである。また上記のr内的法則」と

　　いう言葉もここであわせて紹介することにしたい。r需要と供給とが一致すればそ

　　れらは作用しなくなり，またそれ故にこそ商品が市場価値どおりに販売される。二

　　つの力が反対の方向で均等に作用すれぱ，それらは互いに止揚し，外部へはまった

　　く作用しないのであって，この条件のもとで生ずる現象は，この二つの力の関与以

　　外のものによって説明されねばならぬ。需要と供給とが互いに止揚すれば，それら

　　は何ものかを説明することをやめ，市場価値には影響しないのであって，なぜ市場

　　価値はまさにこれこれの貨幣額で表現されて他の貨幣額では表現されないかにつき

　　吾々を全く暗中に放置する。資本制的生産の現実の内的諸法則は，明かに，需要と

　　供給との相互作用からは説明されえない（……）。げだし，これらの法則は，需要と

　　供給とが作用しなくなるとき，すなわち一致するときにのみ，純粋に現実化されて

　　現象するからである。需要と供給とは事実上では決して一致せず，また仮りに一致

　　しても，その一致は偶然であり，したがって科学帥こはゼロとすべきであり，生じ
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ないものと看なすべきである。しかるに経済学で需要供給が一致すると想定される

のは何故か？　現象を，合理的な・概念に照応する1姿態において考察するため，

すなわち現象を，需要供給の運動によってもたらされる仮象から独立させて考察す

るためである」（『資本論』，前掲邦訳，第3部上，282～283頁，傍点　　引用者）。

7、不当な価格の発生学的考察

　標題が必ずしも適当ではないが，いわんとするところはこうである。私は小

論の冒頭で今後とりあげていきたい価格形態として，単純商品生産の商品価

格，マルクスが与えた生産価格，独占資本のもとで生まれる独占価格の三つを

示したが，これはこのまま一般的にいって価格の発達の歴史をあらわしてい

る。そこでたとえば生産価格の理論的研究をおこたおうとしたとき，その前段

に単純商品生産の価格をおいてそこから生産価格の考察を試みようとする考え

方がある。あるいは，独占価格の研究をしようとするとき，出発点に生産価格

をおいてそこからはじめようという見方がある。いわば，一つの価格の形態を

発生学的にみようとするような方法があるのである。そういうやり方が間違っ

ていると私はいいたいのである。

　これがおかしいのは次の理由による。問題にする価格形態の前にもう一つ別

の価格形態をおくことは，その前の価格の段階で商品の需要供給が一致してい

ることを前提にしている。ということは，間題にしている商品の価格はその前

の価格とはちがうから，そこから動かして価格の規定をおこなうことになる

が，そのことはすなわち前の価格形態から需要供給を変更させてそうするとい

うことになる。もし間題にしている価格が前の価格とくらへて高いのならは需

要を供給よりも大きくするし，反対ならば反対だということである。つまり，

商品の需要供給を目的にあうように動かすのである。だが，これでは需要供給

一致の前提がみだれただけで，価格も前のものからの乖離を意味するにすぎな

い。商品の需要供給一致の前提がみだれて競争が排除されていないときは，価

格法則の検出にはならないことは前節で述べたとおりである。だから，このよ

うな方法では価格の規定にはならたいのである。
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　さらにいっておげは，この方法ではもともと価格の規定は不可能である。前

の価格があるということは，そこでは何らかのかたちで杜会で生産された新し

い価値の全部が生産諾手段の所有者に取得されていることを示している。それ

で，そこから商品の需要供給を変更して価格を変え，それゆえに価値を移動さ

せて間題にしている価格を作りだすのであるが，その量が具体的にはわからな

いのである。それても生産講手段がすべて労働生産物で価値のあるときは全部

の価値をそれにあわせて平均化するということも考えられるから，まだいい。

だが，前にも触れたようにそうではない土地であるとか一生産手段の独占的所

有が入っている場合はどうなるであろうか。こういった生産手段の所有者にど

れだげの価値を取得させるか，したがって前の価格からどれだげの価値を移動

させるか，商品の需要供給をどれだけ変更させるのか，これがまらたくわから

ないのである。当然にそれは試みる人の盗意にたよることになろう。法則的な

把握はできないのである。このことからも，こうした規定の方法は商品の価格

の大きさを明確にすることにはならないのである。

　かくして明らかなことは，価格を研究するさいには一つの価格形態だげをと

りあげて対象とするということである。たしかに一価格にもそれ自身の発達史は

ある。だが，今はそんなことが問題になっているわげではない。過去の歴史は

どうであれ，研究したいと思った価格がそこに存在しているということだげが

重要であり，それ以上の事柄は不要である。もともと複数の価格形態を一緒に

とりあげるということは，前述のようにそれに対応して生産諾手段の所有形態

のちがうものを複数一緒にとりあげるということであり，そこでの変化をみな

くてただ価格だげを移行させようとすることはまったくできないととであり間

違っている。もしそれでも価格はその前段から間うべきだと主張されるのなら，

では逆に単純商品生産の価格はどこから始めるべきかを聞げぼ十分であろう。

ここにはその前の価格形態がたいのである。前の価格形態がないときはどうす

るか。結局，前からはじめることは不可能で，単純商品生産の価格そのものか

らはじめるより仕方のないことがわかるであろう。ならば，それは他の価格形

態についても同じである。それでもなおそういうときは単純商品生産がおこな



価格法則研究の諸前提 193

われる前の経済状態が問われるべきだというのならもはや論外である。経済学

の現状分析は何をとってもすべてその歴史をさかのぼらなければならないとい

うことになってしまう。ありえないことである。

　そして，どの価格形態をとりあげるにしてもそこでは商品の需要供給一致の

前提をおくのでなげれぱならない。商品生産の杜会は何も歴史上一回きりしか

需要供給一致の前提をおいてはならない理由はたい。ある価格形態で需要供給

一致があれば，別の価格形態の下でもそれはある。その間には当然に相応の時

問的経過があるが，価格形態がちがえぱ生産諸手段の所有形態をはじめ，生産

物の種類，その需給構造などもすっかり異なっていて，ともにその都度需要供

給の一致がみられるはずである。たしかに，その移行の間には現実に様々の不

均衡た事柄が存在するであろう。だが，それはいまは問題ではない。完成され

た価格形態だけがとりあげられるのであれぱ，いずれもそのたびごとに商品の

需要供給一致の前提はおかれてよいし，またおかれなけれぼならないのであ

る。

8。価値と価格の質的同一性

　すでに述べてきたことであるが，はっきりしておきたい点に一言しておきた

い。私が価格法則といってきたとき，その意味内容は価格が価値によって説明

され，その量がきちんと定まるということであった。したがって商品の価格の

うち，生産諾手段から直接に移転された部分についてはそれが価値であること

もその大きさも明確であるからよいとして，議論はもっぱら新しく生産された

杜会全体の価値が生産諾手段の所有老の間に法則的に分配されるかどうかとい

う点においてきた。すなわち，一つの杜会の一定の時期には杜会の総労働量が

定まっていて，生産の条件に変化がない前提ではそこで生産される価値の総量

は一定しており，それが法則的に分割・取得されて商品の価格につげ加えられ

るのであれば，それが価値でありその大きさも一定すると述べてきたのであ

る。
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　このようにいう場合，明白なことであるが，私は価値と価格との間に何らの

質的区別もみつげず双方を同じものとして量的に対比している。そこに一何の区

別もみず同質とするからこそ，杜会で生産された価値の生産諾手段所有老聞へ

の配分が商品の価格法則につながるとみているのである。だが，双方には質的

区別があってこうした量的対比は困難であるという考え方がある。この考え方

による価格法則とはどんなものか全くわからないが，私は価値の実体が労働で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
あり，「価格は，商品に対象化されている労働の貨幣称呼である」ことはいつ

までも正しく，．双方は同じものであることを強調しておきたい。

注1）マルクス『資本論』，前掲邦訳，第1部上，216頁。

9。諸説の検討

　はじめに述べたように，これまで私が展開してきた論点は従来の価格法則研

究においては十分に反映されているとは思われない。いずれも詳しい検討は別

の機会にゆずるとして，とりいそぎそのことのみを簡単に明らかにしておきた

いO

　まず単純商品生産の商晶価格についていえぼ，私が主にみてきたようにこれ

を小農の価格法則ということに限ってみるとここでの価値生産が剰余価値まで

に及ぶという点が私には全く理解できない。そういったいくつかの諾説は私の

前掲稿「小農におげる価値生産と農産物価格形成に関する一試論」で紹介して

いるので，重複をさげて別のものをとりあげるとたとえば次のような見解があ

る。

　「小農はすでにみたように，総資本の再生産構造の一環として包摂され，一

　つの杜会的分業をとおして商品（価値）生産をおこなっているということで

　あった。……こうした一定の農業生産力の発展を前提としておこなわれる商

　品生産のもとでは，自己の再生産に必要とする価値部分（C＋V）とそれを

　越える剰余部分（M）剰余労働の増大を内包しているものとして前提されね
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　ぼならない。すなわち生産物の価値としてはC＋V＋Mの生産をおこないな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）
　がら，価値実現の遇程ではC＋Vの費用価格しか実現しえない。」

　価値の生産量は生産カの発展とは何のかかわりもないこと，したがってすべ

ての生産諾手段を自分で所有している小農においてはこういういい方をすれば

いつでもVだげの新価値しか生産しないこと，そしてそのVの大きさはもし小

農のまわりに資本制生産があってそこで賃労働者に支払われているVが現に存

在していれぱそれと一致するということ，それでも小農で剰余価値が生産され

るとしたらそれとまったく生産関係が異なる資本制生産とはいったい何なのか

ということ，私はこれらの視点からこういう考えには批判をおこなっている。

同じ批判は私の当面の見方からも可能である。小農でも剰余価値が生産される

ということは小農生産の資本制生産との混同を意味するが，それはすなわち商

品の価格を生産諸手段の所有形態別にみないことのあらわれである。そして収

入の取得者がいてそこからその源泉をみつげ出すというのではなく，反対に定

着する場所もさだかでないのに先に価値だげはあるというやり方も私のものと

は対立している。それにしても，自ら生産諸手段のすべてを持っていてまった

く強制労働を余儀なくされることはない立場にありながら，自分で少しも取得

しない価値都分をはじめから作り出すというのはいかにも奇妙な議論である。

　生産価格の研究については私はまだ自分の意見を出すには至っていない。た

だ私のここでの見方からすれば，マルクスの生産価格の展開はその前段に商品

の価格がその価値であることをおいて，そこから　　私の言葉でいえばすでに

否定した価格の発生学的考察　　生産価格をみちぴこうとしているかのように

みえる点を除げば，それでよいのではないかと思っている。このように言うの

はほかでもない。しばしぱみられるがたとえば次のよ・うな誤解がなされること

があるからである。

　「利潤率均等化の法則は，個別産業部門の資本の平均的有機的構成が部門を

　異にするに従って異り，それに応じて部門別個別利潤率もまた相違せざるを

　ネないことを前提とする。この前提からより高い利潤率を求める資本の部門

　問移動が必然的に起こり，この資本移動の結果として各部門相互の商品の需
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　給に過不足が生ずる。個別利潤率が高い部門では他部門の資本が流入してく

　るために商品が過剰となり，市場価格は市場価値以下に低落する。これと反

　対に個別利潤率の低い部門では資本が流出する結果当該部門の商品は不足

　し，市場価格は市場価値以上に騰貴する。個別利潤率の高い部門で実現され

　る利潤率は低下し，個別利潤率の低い都門のそれは上昇し，両部門の利潤率

　が等しくなる点で資本移動は停止する。こうして成立した平均利潤率に個々

　の商品の費用価格を加えたものが，生産価格として市場におげる商品交換を
　　　　　　　　　　　　2）
　規制する中心価格となる。」

　みられるように，この見解はまさしくはじめに商品の等価値交換を前提にお

いて，すなわち生産価格より歴史的に古い価格形態を先にとりだして，そこで

の商品の需要供給一致からそれをこわすことで生産価格が成立すると説いてい

る。私が賛成できない理由はすでに述べたとおりである。

　生産価格に関連してさらにいえば，いわゆる「転化問題」というものがあ

る。私はこの論点が必要な事柄であるのかないのかまだ明確にはできないが，

それはさておき小論の見方においてここから派生している次のような考え方に

は絶対に反対である。

　「価値は直接それ自身で表現されることはありえず，価格という価値表現を

　とるものであることが，われわれの当初からの前提である以上，その等置は

　数学的な量的比較を意味するものではない。そこでのマルクスの意図はしは

　しば誤解されているように，剰余価値と利潤，価値と生産価格の総額の量的

　な等置によって価値法則の論証をはたそうとするのでなくて，生産価格の彩

　態を通じて，資本主義的再生産過程の運動を支配する法則として，価値規定

　の法則的意義を確定することである。生産価格がそのように価値規定の貫徹

　する形態であるかぎり，それは価値と直接に等置さるべき同一次元での質的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）
　規定性を共通するものではありえない。」

　どのような理由があろうとも，価値と価格に質的なちがいがあって量的な比

較ができないたどということには納得できない。これでは価格の法則はもとも

とまったく間えないものになってしまう。杜会で生産される価値の総量が固定
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していて，そのうちのやはり決まった量が分割されて生産諸手段の所有老の問

で取得され，それが商品につげ加えられるからこそ，価格の法則が間えるので

ある。価値と価格とが質的に分離されたら，価格はもはやどんな大きさになっ

てもよいことになり法則などありえなくなるのである。それにしてもこうした

議論はわかりにくい。マルクスは『資本論』のはじめの方で，価値を説明する

のに物の重さをたとえに出しているのでそれを借りれば，物の重さとその表現

の尺度とは質が違うから比較してはならないというようなことをいっているよ

うに思う。これは講もがあたり前に比較していることなのだが。

　農産物の価格したがって地代論の研究になると，私がここで主張したことが

ほとんどまったく反映されていないとみられる見解がある。まず差額地代につ

いてみてみようO

　「農業生産物の市場価値規定によって生ずる超過利潤部分は，労働の実体を

　欠いているにもかかわらず，あたかも実体があるかのごとく規定されるので

　あり，かつこのように規定された市場価値が市場価格変動の中心1軸をな

　す。労働の杜会的平均化が妨げられているから，この超過利潤部分の転形た

　る『差額地代をもって農業部門で生産された剰余価値でなく，杜会のあらゆ

　る部門において生産されていた剰余価値の転形したものである』とみなさざ

　るをえないパ…・・かくて杜会の一部分たる土地所有者のプラスを，消費者と

　して考察された杜会が負担するということは，結局は農業部門をも含めて資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4）
　本に帰属する平均利潤率をそれだげ低下せしめる，ということになる。」

　これはいわゆる「虚偽の杜会的価値」，すなわち土地所有者の取得価値の源

泉を論じたものであるが，矛盾がさけられない。地代額が杜会の剰余価値から

控除されるためには，当然にまずその地代額が確定されなけれはたらない。そ

してそのためにはその前段で農産物の価格，それゆえにその大きさを規定する

平均利潤の額（率）が定まっていなげればならない。一定の利潤額（率）を前

提に農産物価格が定まり，それをもとに劣等地に対比して優等地の超過利潤が

きまってくる，これが差額地代の大きさが定まる道筋である。この点まではこ

の議論でも同じである。そこで，この額を杜会の剰余価値からさしひくわげだ
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が，このことは何を意味するかといえぼ，それはこの地代額を定めていた出発

点の平均利潤額（率）を変化させるということにほかならない。はじめに決ま

っていた平均利潤額（率）が低下するのである。するとどうなるか。それによ

って農産物価格が変わってくる，ついでそれにもとづいて算出される差額地代

の額まで変わってくるのである。最初に確定したはずの，そして杜会の剰余価

値から控除したはずの差額地代額とは異なった大きさが，その結果，差額地代

としてでてくるのである。しかも，あとからでてくる大きさは農産物の価格が

下がるため最初の差額地代額より小さく，杜会で生産された価値総額のうちそ

の差額都分はどこかに消えてしまうのである。このことは少し簡単な数例を用

いてみれぼ明らかなことだが，いかにも不合理である。もともと二つも地代額

がでてくること自体なんのことかわからないが，最初の差額地代をそのまま維

持しようとすれぼ農産物価格が変わる関係からその額が差額地代としてはでて

こないし，あとの差額地代を使えば杜会で生産された新しい価値の一部が講も

取得しないのにどこかに消えてしまうのである。これは矛盾としかいいようが

ない。

　このような矛盾を招く原因は何かといえは，それは生産諸手段の所有者の間

に「質的区別」をみず，その聞に生まれる価値の「分割法則」をみない点であ

る。一旦資本の所有者の取得する平均利潤額（率）をきめておきながら，それ

を固定せずそこからまた地代をとりだそうとしていることがまさにそれであ

る。いうなれば二つはまったく対等の位置にあって互いに競争しているかのよ

うである。これでは生産諾手段の所有老が敢得する収入額が整合的にきまら

ず，それがつげ加わる商品の価格に法則をみることは不可能である。前にも述

べたように，土地という生産手段は生産された生産手段とは価値をもたないと

いう意味で同列にはならない。にもかかわらず，その所有者は価値をもつ生産

手段の所有者と同じように価値を取得するのである。その額を理論的に決定し

ようとすれば，対応の方法としてはここに一「質的区別」をみ，そしてそこから

価値の「分割法則」の成皿をみること，この認識しかない。これによってこそ

はじめて価格法則の定武化も可能である。「虚偽の杜会的価値」の源泉間題を
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はじめ差額地代についての詳細は私の前掲書の第2章をみてもらうとして，こ

こではこの見解がこうした重要な方法を欠いていることの指摘にととめよう。

　絶対地代に関しても私の見方からすると理解しがたい見解がある。

　「このへんで……結論はでたようである。われわれは農業資本の構成が高い

　とか低いとかいうことを絶対地代のぼあい問題にする必要はたい。また絶対

　地代の最高限が価値で画されるかどうかも間う必要はない。むしろ，絶対地

　代は本質的には土地所有の独占によって，農産物の生産価格以上に市場価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）
　が引き上げられることから生ずるのである。」

’マルクスの絶対地代論は周知のことであるのでくりかえさないが，それを批

判してのこの見解である。まずいえることは，ここには生産諸手段の所有者間

の「質的区別」，価値の「分割法則」といった認識がまったくないという点で

ある。この見解では，剰余価値の分配をめぐっては，単に土地所有者がその力

によってどれだけの額をひきだせるかということの言及にとどまっている。そ

の大きさはまったくわからない。地代額がわからないのであれば，必然的に利

潤の額もわからない。すなわち，これらの値を理論的にみちびくことはできず

ただ力関係の結果，何らかの分配がなされるというのみである。つまり，競争

論の次元で議論が終ってしまっているのである。それはそのはず，上記のよう

に必要な視点が欠げているのであるから，生産諸手段の所有者はお互いにまっ

たく対等で価値の取得に競争することになるからである。これではそれがつけ

加わる商品の価格にも法則はまったく問えない。ただ競争が決定するというの

みである。

　こうした考え方はこれでそれなりの完結性があるようにもみえるが，実際に

は矛盾が多い。それを指摘しておくと，このように利潤（平均利潤）の値がま

ったくわかっていないのに，にもかかわらずそこでは何のためらいもなく「生

産価格以上」といういい方がなされていること，これである。利潤（平均利潤）

が定まらず，したがって生産価格がわからないのにどうしてこのようなことが

いえるのであろうか。「生産価格以上」がいえるためには，その前に利潤（平

均利潤）の量的決定がなされていたげればならないはずである。r総じて，平
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均利潤をこえる超過分を云々しうるためには，この平均利潤そのものが度量基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）
準として……確立されておらねぼならぬ」のである。それがここにはないので

ある。矛盾としかいいようがない。．

　最後に独占価格の規定にうつると，ここでも私の見方からはそのままうけ入

れるわげにはいかないものがある。少しわかりにくいかもしれないが，「参入

阻止価格」論といわれているのは次のような議論である。

　「o　資本の集積’・集中を基礎とする競争制限は，新参入者にたいする参入

　障壁を形成する。参入障壁は多様な要因によって規定されるのであるが，そ

　れを一定量の産出量で表現する。簡単化のために，『生産集中型寡占』にお

　いては，『標準資本集中度』つまり，ある独占産業に新参入するばあいに最

　低限必要とされる産出量（これを房としよう）であらわす。（⇒　需要曲線

　（一・・）は右下りでかつ所与とする。産出量が増えれば，需要曲線を媒介と

　して利潤率およびそれに対応する価格は低下する。⇔　参入独占資本にとっ

　て最低限実現されねばならぬ最小利潤率（……）は存在するものとする。潜

　在的参入資本は参入後に予想される利潤率＝参入期待利潤率が最少利潤率よ

　りも高げれば参入を実行し，それ以下セあれぱ参入をひかえる。㊧　かくし

　て，所与の状況のもとで最大の利潤率を緯持しようとする既存の独占資本は

　参入障壁にみあう産出量（矛）以下の範剛こおいて供給制隈を行ない，参入阻

　止最高利潤率を確保する。この参入阻止最高利潤率を実現する価格が参入阻
　　　　　　　7）
　止価格である。」

　これは独占価格が成皿する機構を述へたものであるが，その当否は別として，

では「参入阻止最高利潤率」を確保する「参入阻止価格」に法則性はあるの

か，つまりここでいっている独占価格に中心点はあるのか，さらにこの価格の

価値の源泉はどこなのカ㍉を間うとそれにはまったく無解答である。前者につ

いていえば，それは論者によって主観的にどちらかに論じられるにとどまって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）
いるし後者に関しても事態は同じで明解にはなっていない。私はこの議論には

こうした意味で疑間を感じる。やはり小論が主張してきた価格研究の視点をこ

こにおいても採るべきである。独占価格に法則があるかないかを私が述べた方
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法でまず問い，そしてあるとみられたならばその価値の源泉を間うことがなさ

れるべきである。それによってこそ，この分野の現状の混乱も収束されうるこ
　　　　9）
とと思う。

　このように，いくつかの価格形態について簡単ながら有カな見解とみられる

ものを検討してきたが，共通していえることは，どの見解に一おいても，まずと

りあげている価格に関して価格法則があるかないかの理論的追求がなされてい

ないということ，そして価格の源泉となる価値の出所を究明していないという

ことである。これはいずれも価格研究においては必要な事柄である。見解によ

ってはその主張の内容によって必ずしもこれにあたらない批判をしてきたとこ

ろもあるカ㍉私の実感である。
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